第1章 　東アジア諸国経済の展望

エリック・D・ラムステッター

本報告では東アジア主要11カ国（日本、中国、香港、韓国、台湾、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム）経済の近年の動向を振り返るとともに今後の見通しを定める。さらに主な短期の経済動向を、中・長期動向や政治・社会の発展を通して検討する。本報告は関心を持つ学者、実業家、政策当局に役立つよう、簡潔を期しているために、特に厳密で包括的なものではない。むしろ主立った問題点を強調し、東アジア経済について基本情報を提供する。本章では東アジア地域に関わる主な問題の概要について触れ、第2章以降がどのように構成されているかを手短に説明する。

2003年、東アジア諸国経済は前年と比べ、より強い成長を遂げた（表1.1；International Centre for the Study of East Asian Development, various years, 2003 issue, 表1.2）。中でも低所得国で移行経済でもある中国とベトナムは、最も急速に成長している。この2カ国はそれぞれ、9.1％と7.2％の成長が見込まれている（2003年の仮定は入手可能なデータと予測に基づく。下記を参照）。そして、6.5％の成長が見込まれるタイが続き、より隔たって、マレーシア、インドネシア、フィリピンが4.2～4.9％の成長で続く。相対的に低所得国であるこれら6カ国の経済成長は比較的急速であるが、1997年に始まった経済危機以前や1990年代初期・中期と比べると、タイ、マレーシア、インドネシアの成長は低い。そしてフィリピンの経済成長は以前から相変わらず低いままである。東アジア地域で比較的高所得な5カ国（日本、香港、シンガポール、台湾、韓国）では、3.2％以下とかなり緩やかな成長だった。日本と香港にとって、この比較的低い成長率でさえ、前年よりは改善している。しかし、韓国とシンガポールの低い成長率は、2003年にかなり悪化した経済状況を反映している。台湾の経済成長は2000年以前より低いが、2001年と比べるとかなり高くなっている。

表1.2によると、2004年の経済成長率は、ほとんどの東アジア諸国において増加し続けると思われる。特にシンガポールでは、平均見通しで2003年より3.8％ポイント高い増加が見込まれる。香港と韓国でも、2.1～2.2％ポイントと比較的大きい増加が予測されている。また、台湾で1.2％ポイント、マレーシアで0.7％ポイント、インドネシアで0.5％ポイント、フィリピン、タイ、およびベトナムで0.3％ポイントの増加が平均で予想される。一方、中国ではわずかな減速（0.1％ポイント）、そして日本ではより大きな下落（0.7％ポイント）が示されている。

2003年の経済成長には、主に比較的堅調な国内需要、特に多くのアジア諸国で増加した民間消費と政府消費が貢献した。これら需要の継続的な増加は、2004年の経済成長を支えるにも重要だろう。国内需要の増大は、より大きい経済規模を有する日本、中国、インドネシアにおいて特に重要であり、東アジア地域全体の経済にも重要である。国内需要の増加は、輸入の急速な成長をももたらした。東アジア11カ国全体の輸入総計額は、2000年と2002年に記録したこれまでの最高額であった1兆5,000億USドルを超え、2003年に1兆7,000億USドルに達した （表1.1）。東アジア地域にとって最大の市場として日本を凌ぐ中国では、強い輸入増加がはっきり読み取れる。意外にも、日本も2000年以来の大きい輸入増加に至った。インドネシアとマレーシアを除いて、比較的高い輸入成長率を記録した（米ドル表示で10％以上）。東アジア諸国の輸入の多くは、他の東アジア諸国から供給されている。また、欧州と米国の経済回復がアジア地域からの輸出を刺激し、東アジア諸国全体の輸出総計額も、これまでの最高額であった2000年の1兆7,000億USドルと2002年の1兆6,000億USドルを超え、2003年に1兆9,000億USドルに達した。輸出でも中国の急速な成長は著しく、2004年には東アジア地域最大の輸出国として日本を追い越そうとしている。

上記の動向に合わせて、2004年の経済予測では世界の経済大国の成長見通しに関する部分が最も不透明であるが、それは大国が相互に、また東アジア地域の小規模な経済にとっても最大の輸出市場だからである。東アジアでは、中国に関して新たな懸念がある。中国は急速な成長を維持できるだろうか、それとも緩やかで安定した成長をもたらすように経済成長を抑制できるのだろうか。日本の最近の経済状態はこれまでよりも良好であるが、長期的な問題は厳しいままであり、2004年の見通しはまちまちである（表1.2）。さらに、欧州と米国の経済回復の規模と持続性にはまだ不安が残る。

金融部門の問題は、アジア金融危機以降の韓国、インドネシア、タイと1990年代初め以降の日本における低成長の主な原因の1つである。また、これらの国が直面する制度的問題には、顕著な類似点がある。いわゆる資産価格のバブルと甘い規制によって、金融機関がいい加減な融資を行い、企業が無分別な投資に走った点である。企業は借入金の大部分を返済することができず、金融機関は巨額の不良債権（NPL）を処理しなければならなくなった。韓国、インドネシア、タイでの問題は主に多額の対外債務を抱えていたことなので、援助の代償に不良債権問題を早く解決することを強いる国際通貨基金（IMF）に助けを求めた。対照的に、不良債権の絶対規模がはるかに大きく、有権者が優先度の高い問題として政治家に対処を要求しなかったために、日本では不良債権問題の処理がかなり遅れた。資本規制と巨額の対外債権によって外国からの援助に頼る必要が少なかったが、銀行業務能力の貧困と企業慣習によって中国と台湾の不良債権も近年増加しており、それがどの程度なのか懸念が高まっている。

近年、金融部門の問題は、多くの東アジア諸国経済での遅い信用成長と低いインフレーション、あるいはデフレーションさえもの主要因になっている（表1.1）。表1.2では、2004年も東アジア諸国に低いインフレーションが続くと見通している。また、比較的遅い信用成長と金融部門の問題が原因で、1997～98年の金融危機以降、一貫して民間投資が低い水準にある。多くの東アジア諸国における民間固定資本形成の継続的な低迷は、民間投資家の信用の低さをよく表している（各国の章を参照）。一方、海外のポートフォリオ投資家を中心に投資家の信用が回復し、2002～03年は株価と為替が多くの経済で強く上昇した。多くの東アジア諸国の経常黒字は、多くのアジア通貨の価値を増加させた。

また、いくつかの東アジア諸国政府は責任を持って自国の財政政策を管理していないという懸案もある。最大の関心を集めるのは再び日本であり、1999年以来日本の財政赤字は年間でGDPの6％以上で、政府負債総額は2000年以来GDPを超えている（表2.2）。同様に、近年、中国（2002年）、香港（2001～02年）、台湾（2000～01年）、マレーシア（1999～2003年）、フィリピン（1999～2003年）において、財政赤字はGDPの3％以上に増加した。経済成長を促すための財政政策を行ったことが部分的な原因である。しかし、日本と中国以外の国々では、輸入がGDPの大部分に相当し、財政政策や金融政策による総需要の拡大は非常に難しいか、不可能である。日本では、これから数年間に著しい増税が避けられないとの予測をもたらす急速な高齢化と就職難が、近年の思い切った財政政策の効果を全く消してしまった。

2003年、二国間協定や地域協定設立の進展に対し、多国間協議はなかなか進まなかった。中でもシンガポールはこうした協定に特に積極的で、タイと韓国とも交渉を始めた。中国と日本も、多くの東アジア諸国を含むより広範囲な地域協定の設立を提案し行動し始めたことは最も重要だろう。こうした協定の大半は提案通りには事が運ばないかもしれないが、一般に二国間や地域協定の方が多国間協定より貿易障壁が高くなり利益が少ないという理由で、経済学者は二国間・地域協定の進展を不安視している。一方、多くの人たちは、多国間交渉が停滞する現状で、貿易自由化を促進するためには二国間や地域間協定を追求することが実現可能な最良な代案だと考える。貿易の成長は、アジア全体の経済成長にとって極めて重要な因果関係がある。あらゆる貿易交渉の結果は、この先特に長期において、アジアの成長に重要な影響を及ぼすだろう。

短期と長期両方において東アジア地域の経済に重大な影響を与える、経済以外の問題も多くある。安全保障の懸念は、特に近年最も目だっている問題である。8月にジャカルタのJ. W.マリオット・ホテルで起きた爆弾事件は、一部のイスラム原理主義者が東南アジアやその他いたる所でテロリストの計画を遂行し、深刻な危険を起こし続けるという事実を浮き彫りにした。国際的なテロリストのネットワークが、インドネシア、フィリピン、タイ南部での現地の反乱と強く結びつき、国全体の経済をも動揺させるかもしれないという懸念がある。さらに、米国のイラク侵攻は、イスラエルとパレスチナの衝突をなかなか解決できないことと合わせて、穏健なイスラム教徒に対しても、米国とその同盟国の活動が反イスラムに強く片寄っているという認識を増やした。

米国とイスラム諸国とのますます悪化する関係の不確実性も、各国で近々行われる選挙に影響するだろう。インドネシアとフィリピンでは、大統領選は接戦になりそうだし、現職政府が再選のために財政・金融政策を過度に推し進めるかどうか定かでないので、見通しは特に不確かだ。さらに、インドネシアの選挙期間は極めて長い。春に議会選挙が始まり、初秋には大統領職の決選投票がありそうで、さらなる不確実性を生み出している。タイでは、その強い経済のおかげで、タクシン首相がかなり容易に再選されるだろうと予期された。しかし、鳥インフルエンザと新たなる南部での反乱の勃発への対応が批判を招き、2005年春を予定する次の選挙では先の予想よりも接戦になるかもしれない。対照的に、マレーシアのアブドラ新首相は、就任から最初の数カ月の間に汚職対策と財政赤字縮小について好意ある評判を得た。次の選挙の際にはかなり容易に再選されると予想される。

北東アジアでは、ますます深刻になる北朝鮮による核の脅威が、最も重要な安全保障の懸念であろう。また、韓国では2003年と2004年初めに、汚職スキャンダルによって盧武鉉大統領体制が弱体化し、政治上の不確実性によって状況は複雑になった。韓国のリーダーシップの弱さ、米国が引き続きこだわるイラクとアフガニスタンの問題、秋に行われる米国の選挙によって、現在の手詰まり感は少なくとも2004年の終りまで続くだろう。陳水扁総統が中国の台湾に向けたミサイル撤去を促すよう国民投票を呼びかけ、新憲法制定の希望を表明したこともあって、2003年に中国・台湾関係が悪化した。さらに、この報告書が出版されるときには、3月の大統領選がすでに行われているかもしれない。陳水扁総統の対立候補者達が中国本土とのよりよい関係を最重要公約の1つにしているので、選挙の結果は中国・台湾関係に大きな影響を与えるだろう。海峡を挟んで、胡錦濤氏と温家宝氏の新しい指導の下での中国では、ほとんど問題もなく落ち着いているが、香港では大きく異なり、大規模なデモが政府に国家安全条例の立法化のための草案を撤回させた。

多くの東アジア諸国の人々が未だ厳しい貧困に喘いでいるのだから、東アジアにとって経済成長は極めて重要である。貧困に対してさまざまな処方箋が考えられるが、アジア金融危機前のインドネシア、マレーシア、タイや、危機前後の中国とベトナムのように、東アジア地域にとって急速な経済成長は貧困削減に最も必要な要素だろう。上記の分析では一般通り、国内通貨表示の実質GDPの成長率を経済成長として定義している。これは、物価変動の影響を取り除き、その経済で生産された財・サービスの純価値（総生産から中間財とサービスの需要を差し引いた残り）と定義される経済規模の変動を測るのに最もよい尺度であろう。同様に、国内通貨表示の一人あたり実質GDPの成長は、ある経済で変化した平均的生活水準を調べる最もよい基準の1つである。以下の第2～12章は主としてこれに拠っているが、この尺度では国際比較が困難なため、ここでは役不足である。

各国の生活水準を比較するのに、最も一般的に使われるのは、米ドル表示の一人あたりGDPである。例えば、表1.1が示すように、米ドル表示の一人あたりGDPは、多くの東アジア諸国でかなり増加した。東アジア地域では、最富裕国と最貧国との格差は縮む傾向にある。例えば、ベトナムの日本に対する米ドル表示の一人あたりGDPの比は、1989年にはわずか0.004だったが、2002～03年には、3倍以上の0.014になった。中国対日本では、1989年の0.016から2002～03年の0.032に増加した。このように、中国とベトナムの平均的な人にとって、この時期に日本と比較して生活水準が改善されたと考えられる。同様に、危機以前のインドネシアでも、対日本の一人あたりGDPの比が、1989年の0.025から、1996年には0.031に増加した。しかし、ルピアの大幅な減価のために、この比率は、1998年に0.015へ押し下げられ、2003年には0.029に戻った。これは、インドネシアの生活水準が1998年に日本の生活水準に対して実際に急速に低下して、その後5年間にその低下から回復したことを意味するだろうか。この時期のインドネシアに精通した人たちは、そう考えないだろう。

誤った印象を与えてしまう主要な原因は、米ドル表示の一人あたりGDPは物価の国際格差を反映していないためである。これを反映させるためには、通貨1単位の各国各年の購買力を同一とするように計算された国際ドル表示で一人あたりGDPを比較するのが一般的である（Heston, Summers, and Aten 2002）。こうした調整の結果、富裕国と発展途上国の所得格差は縮まる。なぜなら発展途上国では非貿易品目、特にサービスの価格が富裕国よりも安いからである。例えば、1989年と2003年における国際ドル表示の一人あたりGDPの対日本比率を計算すると、中国では0.07および0.18、インドネシアでは0.10と0.12, ベトナムでは0.052 と0.086だった（表1.1）。さらに、インドネシアでこの比率は、例えば1996年の0.13から1998年の0.12のように、危機の後で、わずかに縮小した。このように、価格格差を考慮した国際ドルでの計測値よりも、米ドルで測った方が危機によってはるかに貧しくなる。実際、国際ドルで計測すれば米ドルで計測した値よりも、低所得国と高所得国との生活水準の格差は小さくなり、生活水準の変動の幅が小さくなる。

中国はその例外であり、国際ドル換算の方が米ドル換算よりも変動幅が大きくなる。当センターの過去の報告（1999年（5頁）、2000年（5頁））で詳述しているが、特に中国に関しては中国当局が中国の国富と経済規模を過大評価していると、国際ドルでの計測値が論議の的になっている。この批判もあって、一人あたりGDPの国際ドルでの計測値は、近年下方修正された。しかし、下方修正の後でさえ、国際ドル換算と米ドル換算の隔たりは大きい。例えば、米ドルでの計測値で、2003年の日本の経済規模は中国の3倍以上であるが、国際ドルでの計測では、中国経済が1995年あたりで日本に追いつき、2003年では日本の1.8倍以上になっている。

一人あたりGDPを測るのに、どの尺度を使ったとしても完璧ではないことをここで強調しておきたい。基本的な点として、その数値には市場を介さない生産が含まれない。市場を介さない生産には、家族や隣人による無償の行為のようにプラスに働くものもあれば、補償されない公害などマイナスに働くものもある。それゆえ他の経済指標や、生活水準を測る他の尺度を活用することが重要である。これについては以下の各章で検討する。

各章はそれぞれ3つの部分からなっており、どの章も共通に、最初の2つの部分では各国経済の基本動向を展望し、国際取引の実態を詳しく検討している。章末の表は1984～2003年の各国の基本的な経済指標と、国際取引の統計を示している。3番目の部分は章ごとに異なる。日本の章では、当センターの立地と読者が多く居住することを踏まえて北九州市経済とその対アジア貿易に焦点をあてている。また他の章では各国経済の対日貿易に重点を置くものとする。

そして、表1.1および国別の表での2003年の数字は、公式の推定値・予測値ではなく、説明目的で添えられたものであることをご理解いただきたい。これは表1.2の予測のようにモデルを使って行ったものではなく、データの出所および注に記したような仮定の下での、「経験に基づいた推測」である。例を挙げると、人口成長率についての仮定は過去の年次成長率からの推測であり、為替レートと株価指数については年間の確定した数字に基づいている。これらの推定値は比較的正確なはずであるが、他の指標については推定値の誤差幅が広いこともある。GDPの成長率やインフレ率（GDPデフレータの伸び率）に関する仮定は、①表1.2の予測やその他の関連予測、②2003年初頭からの2ないしは3四半期の値、③当該国の事情に通じた学者、政策当局者、実業家諸氏との談話から得た知見に基づいている。雇用、GDPシェア、財政・金融指標、国際収支、貿易シェア、および銀行貸出の推定値は、2003年初めより9ないし11ヵ月間の傾向から外挿した。最後に、情報収集に協力いただいた多くの方々に感謝するとともに、本報告の誤謬、見解の責任は執筆・編集者のみに帰することを申し述べておきたい。
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